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外国人介護労働者受入れシナリオに対応した
将来人口変動と公的年金財政シミュレーションに関する研究

石井　太・小島 克久・是川　夕

わが国ではこれまで、外国人人口受入れに関しては比較的保守的な政策を採ってきたことから、これら少子・
高齢化がもたらす問題の解決策としての外国人人口受入れに関する本格的な定量分析が十分に行われてきたとは
言い難い状況にある。このような分析を行った先行研究として、著者らの一部は石井・是川 (2015)との研究を
行ったが、そこで用いた手法はやや機械的な複数の前提条件の下でシミュレーションを行ったものであった。本
研究は、より現実的な外国人受入れ政策に対応した影響を考察する観点から、介護労働者の受入れのシナリオに
ついて諸外国の例などを参考により具体的に設定し、外国人介護労働者の受入れが将来の人口変動及び公的年金
財政に与える影響を定量的シミュレーションにより評価することを目的とする。
本研究で行った財政影響評価によれば、外国人介護労働者を受入れた場合、厚生年金で適用するケース A で

は、厚生年金の所得代替率は 52.6%と基本ケースの 42.0%に対して 10.5%ポイント上昇するのに対し、厚生
年金と国民年金で 50% ずつ適用する受入れケース B では 49.9% と 7.9% ポイントの上昇に留まった。また、
この上昇の内訳を見てみると、ケース Aでは報酬比例部分で 2.6%ポイント、基礎年金部分で 8.0%ポイント、
ケース B では報酬比例部分で 2.3% ポイント、基礎年金部分で 5.6% ポイントであり、基礎年金部分の上昇に
よるところが大きい。特に厚生年金で適用を行うケース A において、基礎年金水準低下問題に対応する効果が
より強いことがわかった。
しばしば、外国人労働者受入れに関する議論は、当面の労働力不足を補うだけの短期的視点で行われることが
あるが、公的年金への財政影響は長期的な人口動向の変化に大きく影響を受ける。また、受け入れた外国人を厚
生年金へ適用する場合、基礎年金の水準低下幅の拡大が抑えられることから、基礎年金水準低下問題に対応する
効果があることが明らかとなった。このように、外国人受入れに関する公的年金への影響評価にあたっては、本
研究で考察を行ったような様々な影響を織り込んだ長期的な評価を行うことが具体的な施策の議論にとって極め
て重要であるといえよう。今後の外国人労働者の受入れに関する政策議論にあたって、本研究で提示したシミュ
レーション結果が活用され、人口学的な視点を踏まえた、長期的かつ幅広い観点からの定量的な議論が行われる
ことを望むものである。

1 はじめに

わが国は現在、先進諸国の中でも極めて低い出生水準となっており、また、このような

低水準出生率の継続が見込まれることから、今後、恒常的な人口減少過程を経験するもの

と見られている。さらにこれに加え、平均寿命は国際的にトップクラスの水準を保ちつ

つ、なお延伸が継続しており、少子化と長寿化が相俟って、他の先進諸国でも類を見ない

ほど急速に人口の高齢化が進行するものと見られている。国立社会保障・人口問題研究所

の「日本の将来推計人口（平成 29年推計）」(国立社会保障・人口問題研究所 2017)によ

れば、2015年に 1億 2,709万人であった日本の総人口は今後一貫して減少し、出生中位・

死亡中位仮定によれば 2065年には 8,808万人まで減少すると見込まれる。また、65歳以

上人口割合は 2015年の 26.6%から上昇を続け、同じく出生中位・死亡中位仮定によれば

2065年には 38.4%と概ね４割の水準に到達することが見込まれるのである。

わが国ではこれまで、外国人人口受入れに関しては比較的保守的な政策を採ってきたこ

とから、これら少子・高齢化がもたらす問題の解決策としての外国人人口受入れに関する
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本格的な定量分析が十分に行われてきたとは言い難い状況にある。このような分析を行っ

た先行研究として、著者らの一部は石井・是川 (2015)との研究を行ったが、そこで用い

た手法はやや機械的な複数の前提条件の下でシミュレーションを行ったものであった。本

研究は、より現実的な外国人受入れ政策に対応した影響を考察する観点から、介護労働者

の受入れのシナリオについて諸外国の例などを参考により具体的に設定し、外国人介護労

働者の受入れが将来の人口変動及び公的年金財政に与える影響を定量的シミュレーション

により評価することを目的とする。

2 先行研究と本研究の位置付け

移民は、通常、貧しい国から経済的に発展した国へ向かうことから、受入れ国における

財政影響がしばしば問題とされる。移入者は公的援助を必要としたり、子どもへの教育費

用がかかることから、非移入者の税負担増を招くのではないかという議論がある一方で、

高齢化を緩和し、年金の負担を軽減するのではないかという議論もある。一般に、多くの

移入者は負担をするとともに受益もあることから、ネットでの財政影響が問題となる。こ

のような外国人受入れに関して影響評価を行った人口学分野での代表的な先行研究として

Lee and Miller (1997)が挙げられる。Lee and Miller (1997)では、移入者の受益・負担

に関する年齢プロファイルを世代毎に推定し、長期的な人口プロジェクションと組み合わ

せることにより、追加的移民に関する影響を評価している。Lee and Miller (1997) の研

究の対象は公的年金に限らず、全ての受益と負担であるが、長期的な人口シミュレーショ

ンを用いて移民の影響を評価するという点は本研究と共通している。特に、年金財政への

評価に関し、このようなアプローチはアクチュアリアル（年金数理的）な財政影響評価法

とも共通性があるものと考えられる。公的年金の財政をアクチュアリアルに評価するもの

の代表例は厚生労働省が行っている財政検証（旧財政再計算）(厚生労働省年金局数理課

2015)であるが、財政検証では人口プロジェクションを基礎データとして用いており、人

口シミュレーションとの親和性が高い。

一方、わが国に外国人を受け入れとした場合の公的年金への影響に関する先行研究とし

ては様々な角度のものがあり、外国人の社会保障制度上の取扱いについて制度面からアプ

ローチした高藤 (2001)や、経済理論面からのアプローチしたものとして、公的年金と移

民受入れに関して移民の経済厚生格差への影響を評価した上村・神野 (2010)などが挙げ

られるが、本研究に関しては、シミュレーションやモデル等を活用した定量的な財政影響

評価、特にアクチュアリアルなアプローチを用いて財政影響評価を行ったものがより直接

的な先行研究といえよう。

公的年金に関してその財政をアクチュアリアルに評価するものの代表例が財政検証であ

ることは先述の通りであるが、学術分野においても公的年金財政をアクチュアリアルなア

プローチを用いて評価した先行研究は多数存在する。山本 (2010b) はそれらに関する包
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括的なレビューを行ったものであるが、OSU モデルを提案した八田・小口 (1999)や財政

検証のプログラムを応用した山本 (2010a)や山本 (2012)などが代表的なものとして挙げ

られる。

また、公的年金財政への影響を念頭に、外国人の移入などを変化させた場合の長期的な

将来人口の動向、特に老年従属人口指数に与える影響を分析したものとして石井 (2008)

が挙げられる。これをさらに具体化し、わが国に外国人労働者を受け入れたとした場合の

長期的な将来人口の動向をシミュレーションするとともに、その公的年金等に与えるマク

ロ的な財政影響を定量的に評価したのが石井［等］ (2013)であり、さらに国際人口移動

に関してより幅広い選択肢を設定し、それらに対応する外国人女性の出生パターンの違い

を考慮して評価を行ったものが本研究の直接的な先行研究にあたる石井・是川 (2015)で

ある。本研究は、この先行研究に対して、主に以下の二つの点に関する差別化を行ってい

る。第一点は、先行研究では平成 21年財政再検証を基本ケースとして公的年金財政への

影響評価を行ってきたが、本研究ではこれを直近の財政検証である平成 26年財政検証に

置き換えたことである。第二点は、先行研究では外国人の受入れについて、やや機械的に

複数の前提条件を設定し、この下でシミュレーションを行って財政影響を評価してきた

が、本研究ではより現実的な外国人受入れ政策に対応した影響を考察する観点から、介護

労働者の受入れを対象とし、諸外国の例などを参考に具体的なシナリオを設定した点であ

る。本研究では以上の点により、先行研究を発展させつつ、より現在の財政状況に近い

形、かつ介護労働者による外国人受入れに特化した財政影響の評価を行ったものと位置づ

けることができる。

3 外国人介護労働者受入れシナリオの検討

3.1 外国人介護労働者受入れのメリットとデメリット

OECD加盟国（特に EU地域）では、わが国と同じように高齢化が進み、介護ニーズ

も増大している。介護人材の確保ルートとして、国内での人材確保の他、外国人介護労働

者の受入れがある。国や地域による違いはあるが、外国人介護労働者が相当な数や割合で

存在する。その受入れにはさまざまな仕組みがあり、EUでは域内の労働力移動は自由で

あるが、域外からの介護労働者移動に対しては、国による受入れの仕組みに違いがある。

また、カナダ、イスラエル、台湾では受入れの仕組みが整っているが、カナダは永住権取

得のオプションがある一方で、イスラエルや台湾は、最長の滞在期間がある一時的な労働

者としての受入れである *1。

外国人介護労働者を受け入れるメリットとして、「介護人材の確保」がある。その他の

*1 これについての詳細は、本研究事業の平成 26 年度、平成 27 年度の報告書所収の小島 (2015a)、小島
(2016)でまとめたところである。また、台湾の外国人介護労働者（以下、「外籍看護工」）については、小
島 (2015b)を参照。
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社会経済的な影響について、Lamura et al. (2013)では、マクロ（国や国際社会）、メゾ

（家族や介護事業所）、ミクロ（介護労働者）別にメリットと課題を論じて表にまとめてい

る。ただし、社会保障、特に医療や年金の社会保険財政に関する影響は明示されていな

い。そこで、この表に社会保障（年金財政を含む）に関するメリットやデメリットを加え

たものが表 1である。

表 1 介護労働者が国際移動することによるメリットと課題（対応のレベルと関係者別）

表 1をみると、マクロレベルでのメリットとして、受入れ国での介護労働者不足の解消

や彼らの育成コストの節約、送り出し国にとっては、受入れ国で得た賃金の一部送金、送

り出した介護労働者が帰国した際の介護サービス水準の向上などが期待できる。社会保障

に関する面では、受入れ国での税や社会保険料の収入増加、特に年金財政における収入の

増加や年金基金の積立金の増加が期待できる。また送り出し国では、将来におけるかつて

の受入れ国からの年金受け取りが期待できる (内需の維持)。一方で課題として、受入れ国

では、彼らの社会への適応の支援の他、介護技能のスキルアップや補充訓練のニーズがか

えって大きくなる一方で、送り出し国での人材枯渇もある (特に送り出し国に戻らない場

合)。これに加えて、受入れ国で不況になったときに、外国人介護労働者が失業した場合

に失業給付が増える、将来彼らが年金受給権を得ると年金の支出が増える、という課題も

考えられる。

メゾレベル（家族や介護事業所）、ミクロレベル（個人）の両方を見ても、マクロレベ

ルと関係が深い内容でのメリットや課題がある。特に、外国に移住した介護労働者個人に

とっては、高い賃金、高度な介護技術の習得の他、将来の年金受給権を得ることができる。

一方で、移住した先での社会的な適応などの課題が考えられる。

　このように、介護労働者が国際移動することには、社会のさまざまなレベルで、メ

リットや課題が考えられ、マクロレベルを中心に社会保障、特に年金財政への影響も考え
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られる（表 1）。

3.2 わが国で本格的に外国人介護労働者を受け入れる場合のシナリオ

3.2.1 外国人介護労働者受入れと外国人への社会保障の適用

わが国では、これまでは外国人介護労働者を受け入れるための専用の仕組みは、EPA

による枠組みを除いてほとんど存在していなかった。例えば、外国人がわが国の大学で介

護や福祉を学び、資格を取っても、介護人材としての就労が難しかった*2 。2016年 11月

に「出入国管理及び難民認定法」が改正され、介護業務に従事する外国人の受入れを図る

ため，介護福祉士の国家資格を有する者を対象とする新たな在留資格として「介護」が設

けられることになり、平成 29年 9月から施行された。また、「外国人の技能実習の適正な

実施及び技能実習生の保護に関する法律」も改正されるとともに、「産業競争力の強化に

関する実行計画」（2015年版（平成 27年２月 10日閣議決定）等）に基づいて、外国人技

能実習制度に「介護」分野が追加されることになった *3。在留資格「介護」では長期の居

住が可能である (最長 5年、在留状況に問題がなければ在留期間の更新回数に制限なし)。

また、外国人技能実習制度での滞在期間が最長 5年間になったが、より長期の定住ができ

る資格での再来日も考えられる。そのため、わが国での長期間の居住を前提とした外国人

介護労働者の受入れが進み始めていると言える。

一般に外国人を受け入れる場合、労働条件はもとより、住居、子どもの教育などの様々

な面での社会的サポートが必要になる。社会保障の面では外国人に制度をどう適用するか

が重要になる。わが国の社会保障制度は、1981年の「難民の地位に関する条約」の批准

に合わせて、国内法の国籍要件の撤廃などの整備が行われた。そのため、原則として、日

本人と同様に制度が適用される。例えば社会保険制度では、被用者の場合、「常用的雇用

関係」があれば、外国人も医療保険（組合健保、協会健保など）や年金保険（厚生年金）

などに加入する。被用者以外の場合、「住所を有する者」であれば、国民健康保険や国民

年金などに加入する*4 。

*2 もっとも、「日本人の配偶者」などの他の在留資格でわが国に居住し、介護の仕事に従事することは可能
であると考えられる。

*3 制度改正の詳細は、それぞれ以下を参照。
「出入国管理及び難民認定法」改正
http://www.moj.go.jp/nyuukokukanri/kouhou/nyuukokukanri05 00010.html 　（2017 年 2 月
10日閲覧）
平成 28年入管法改正について
http://www.immi-moj.go.jp/hourei/h28 kaisei.html(2018年 2月 27日閲覧)

外国人技能実習制度への介護職種の追加について
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000147660.html　（2017年 2月 10日閲覧）
外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律（技能実習法）について
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000142615.html　（2017年 2月 13日閲覧）

*4 外国人へのわが国の社会保障制度適用の経緯については、社会保障研究所 (1991)、手塚和彰 (1999)、高
藤 (2001)）を参照。
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このように外国人介護労働者を本格的に受け入れる場合、日本人と同様に医療や年金な

どの社会保険に加入する。そのため、その影響（特に保険財政）は相当な規模であると考

えられる。

3.2.2 外国人介護労働者受入れシナリオ（男女・年齢などの基本属性の設定）

本論文で行う外国人介護労働者の受入れと年金財政への影響に関するシミュレーション

を行う場合、外国人介護労働者としてどの国から、どのような人々（性、年齢）を受け入

れるかをまず設定する必要がある。まず、外国人労働者の送り出しの地域として、わが国

が EPAですでに門を開いており、諸外国に多くの介護労働者を送り出しているフィリピ

ンやベトナムといった東南アジアというシナリオを設定する（出生率などの想定でさらに

具体的な国を設定）。

次に、外国人介護労働者の男女・年齢の属性であるが、男女別では女性が多いと言われ

ている。例えば台湾の「外籍看護工」の場合、2015年で 99.4％が女性であり、年齢構成

も 25～34歳が 47.6％を占める（労働部「外籍労工管理及運用調査」による）。これより、

本論文のシミュレーションでは、外国人介護労働者を受け入れる場合、全員が女性で、結

婚・出産をすることが多い年齢での者が多くなる、というシナリオを設定する。

そして、外国人介護労働者の配偶関係であるが、カナダの外国人介護労働者についての

分析によると、1993年から 2009年にかけてカナダに来た住み込みでの外国人介護労働者

（Live-in-Caregiver）の約 66％が未婚者であり、有配偶者は約 30％である (Kelly et al.

2011)。これより、本論文でのシミュレーションとして、外国人介護労働者は未婚者が半

数、母国に配偶者がいる者も半数というシンプルなシナリオを設定する。前者の場合、そ

の後日本人男性と結婚すると仮定する。後者の場合、家族の呼び寄せができるか否かも重

要である。カナダでは定住権を得るまでは、家族の呼び寄せは事実上不可能であり、台湾

でも家族の呼び寄せはできない。ただし、わが国で定住を前提に外国人介護労働者を受け

入れる場合、このような制限は現実的ではない。そこで、有配偶者である外国人介護労働

者は、日本に来たその後で配偶者（夫）を呼び寄せるというシナリオとする。

3.2.3 外国人介護労働者受入れシナリオ（就業状態と社会保険加入）

諸外国の外国人介護労働者受入れ制度では、家庭での介護労働者の雇用主の義務とし

て、医療保険、雇用保険などへの加入（カナダ）、国民保険への加入（イスラエル）、全民

健康保険などの社会保険加入（台湾）、がある。しかし、多くの国や地域では短期の滞在が

前提となっており、年金制度への加入が明確でなかったり、加入率が低かったりする *5。

わが国で外国人介護労働者を定住前提で受入れる場合、社会保険、特に年金制度への加入

*5 台湾の「外籍看護工」の場合、全民健康保険（医療保険）の加入率は 95.5％であるが、労工保険（年金保
険に相当）の加入率は 2015年で 25.8％にとどまる（労働部「外籍労工管理及運用調査」による）。その
他、「外籍看護工」の現状については小島 (2017)参照。
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は当然に行われるべきものと考えられる。

わが国では年金制度への加入は、雇用形態により異なってくる。大まかに言えば正規雇

用の場合は厚生年金、非正規雇用の場合は国民年金である。わが国の介護労働者の就業形

態などを介護労働安定センター「平成 27年度介護労働実態調査」でみてみよう。介護労

働者が勤務する介護事業所は、従業員規模 19人以下の事業所が 55.1％を占め、小規模な

事業所が半数を占める。従業員の就業形態をみると、介護サービス従事者のうち、正規職

員は 53.7％、非正規職員は 45.7％であり、正規雇用、非正規雇用が半数ずつ存在する*6 。

なお、国によってはわが国と社会保障協定を結んでいる場合がある。これは人的な国際

移動の促進、年金などの二重加入を解消するための仕組みであり、2017年 8月現在では

アメリカ合衆国をはじめとする 17カ国で発効済みであり、フィリピンなど 3カ国で署名

済みである。こうした協定を結んだ国では、わが国の滞在が短期（5年未満）の場合、わ

が国の社会保険の加入が免除される。フィリピンは介護労働者を世界的な規模で送り出し

ているが、ここでは滞在が 5年以上の長期になると仮定するので、この協定の影響は考慮

しない。

これらをもとに考えると、本論文でのシミュレーションのための外国人介護労働者の就

業形態と年金加入のオプションとして、(1) 正規雇用で厚生年金に加入、(2) 非正規雇用

で国民年金に加入、のふたつが考えられる。ここでは、（A）(1)だけが起きる、（B）(1)

と (2)が 50％ずつの確率で起きる、というシナリオを想定する。また、有配偶の外国人

介護労働者に呼び寄せられる配偶者（夫）については、企業などに雇用され、厚生年金に

加入するものとする。ここで想定されたシナリオをもとに、出生率などの人口の面でのパ

ラメータの設定、年金財政のシミュレーションのための設定を行い、外国人介護労働者の

本格的な受入れに伴う年金財政への影響に関するシミュレーションを行う。

4 シミュレーションの方法論

3節において検討したシナリオに基づき、シミュレーションを行うための方法論につい

て述べる。本研究で行うシミュレーションの全体構成は図 1に示すとおりであり、将来の

人口シミュレーションを行う「人口ブロック」と年金制度（厚生年金・国民年金）への評

価を行う「年金ブロック」から成る。人口ブロックでは、外国人受入れに関するシナリオ

設定とともに、外国人人口の長期シミュレーションを実行する。年金ブロックでは、人口

ブロックで推計された人口に基づき給付費推計を行い、全体の収支計算を実行する。

*6 ただし、訪問系介護サービス従事者になると 60.9％が非正規雇用である。
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図 1 全体構成

出所：筆者作成

4.1 人口ブロック

外国人受入れに関する将来人口の変化については、国立社会保障・人口問題研究所

(2012)の「日本の将来推計人口」（平成 24年推計）の仮定値及び推計結果を利用し、これ

にさらに以下のような前提の下に外国人労働者を政策的に受け入れたとして将来人口の仮

想的シミュレーションを実行した。

3節でのシナリオ設定において、外国人介護労働者として女性外国人の受入れを想定し

たことから、シミュレーションにおいては毎年 10万人の女性外国人労働者が移入するも

のとした。この規模については韓国の雇用許可制などを参考にした石井［等］ (2013)、石

井・是川 (2015)と同じものとしている。また、年齢分布については、「日本の将来推計人

口」（平成 24 年推計）における 18～34 歳の外国人入国超過年齢分布を利用した。また、

女性外国人労働者のうちの半数は未婚で入国する一方、残りの半数は有配偶で家族呼び寄

せを行うシナリオとしたことから、有配偶者については配偶者と子とともに入国するとし

てシミュレーションを行う。このため、毎年 5万人の男性が有配偶女性と同時に移入する

とともに、子どもの帯同については、平成 24 年推計の外国人入国超過年齢分布を用い、

女性の 18～34歳労働者に相当する 17歳以下の男女入国者数を設定した。

次に、外国人女性の出生率については以下の仮定を設けた。まず、送り出し地域として

東南アジアという設定を行ったことに対応し、第一世代の女性については日本における

フィリピン人女性の出生パターンを用いることとし、国勢調査の個票データに対して同居

児法を用いることで算出されたフィリピン人女性の５歳階級別出生率 (是川 2016) を用

いた。現在、日本に居住する出生可能年齢にある外国人女性のほとんどが第一世代である

ことを踏まえれば、こうした仮定は妥当といえよう。日本におけるフィリピン人女性の同
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居児法による合計出生率は 2015年で 1.33であり、日本における日本人よりもやや低い水

準となっている*7

一方、第二世代以降については、日本人女性と同じ出生率となるものと仮定した。これ

は、日本社会への適応が世代間で進むことを想定したものである *8。以上の仮定を設け

ることで、送り出し地域に対応した出生パターンとその社会的適応による影響について考

慮することができ、より現実的なシミュレーションが可能となる。

なお、将来人口のシミュレーションにあたっては、5歳階級ではなく、年齢各歳での出

生率関数が必要となる。そこで、５歳階級別出生率の累積分布関数にスプライン曲線を当

てはめ*9、これを各歳の累積分布関数とすることによって年齢別出生率を求めた。図 2は

５歳階級別出生率とそれを年齢各歳に変換した出生率を示したものである。

図 2 年齢別出生率

出所：筆者推計

4.2 年金ブロック

年金の財政影響評価に当たっては、厚生労働省年金局数理課 (2015)の平成 26年財政検

証システムを基本とし、これに外国人労働者を受け入れた場合の影響を評価できるような

*7 この合計出生率は全女性に対する率であることから、有配偶者については 50歳時未婚率の補数で除して
有配偶出生率に換算した率を用いる。ただし、日本におけるフィリピン人女性の 50歳時未婚率のデータ
がないことから、日本の 2015年の 50歳時未婚率 (14.06%)を用いた。

*8 移民女性の出生率が現地社会への適用により現地人女性の水準に一致するかどうかといった点については
多くの先行研究があるが、それらによると、移民第二世代の出生率は現地人女性と母親（移民第一世代）
のおおよそ中間位となるとしているものが多い（e.g. Milewski (2010)）。しかし、本研究では簡略化の
ため、日本人女性に一致するとした。

*9 15～49 歳 の 範 囲 だ け で 当 て は め を 行 う と 15～19 歳 、45～49 歳 の 階 級
で 不 自 然 な 関 数 形 が 出 現 す る こ と か ら 、F (x) を 累 積 分 布 関 数 と し て 、
0, 0, 0, F (20), F (25), F (30), F (35), F (40), F (45), F (50), F (50), F (50) という系列に当てはめ、
さらにマイナスが生じる場合には 0 として当該年齢階級の他の年齢を補正することによって年齢別出生
率を求めている。
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モジュールを独自に開発して加えることによってシミュレーションを実行した。

本研究では、図 1で示したとおり、人口ブロックで推計された外国人人口に基づいて外

国人被保険者数およびこれに対応する給付費を推計し、基礎年金拠出金・国庫負担推計及

び国民年金・厚生年金収支計算にこれらを投入することによって公的年金への財政影響を

評価している。これにより、財政検証と整合的かつ制度に忠実にシミュレーションを行う

ことが可能となっている。

図 3 マクロ経済スライドによる給付水準調整見通しの変化

出所：厚生労働省「平成 26 年財政検証結果レポート」を基に筆者作成

平成 26年財政検証ではそれまでの財政再計算・財政検証と異なり、長期的な経済前提

について標準的なケースを置かず、ケース A～Hの８通りの複数のケースを前提とするこ

とにより、財政検証の結果について幅を持って解釈できるようにされている。本研究での

公的年金財政影響評価も、経済前提によって結果は異なるものとなりうることから、本来

は財政検証同様複数ケースを設定してすることが望ましい。しかしながら、結果を単純に

示すこと、また、以下に示す通り、本研究の目的に照らしてケース A～Hの全てを示すこ

とが必ずしも適切なものとはならないことから、一つの経済前提を基本ケースとして選択

し、財政影響評価を行うこととした。

ケースの選択にあたり、2004年財政再計算以降のマクロ経済スライドによる給付水準

調整見通しの変化について見ておきたい。図 3は「平成 26年財政検証結果レポート」に

掲載されている図 (p.299, 第 3-7-8図)を基に、2014年財政検証部分に筆者が修正を加え

て作成したものである。この図は 2004年財政再計算、2009年・2014年財政検証におけ



― 227 ―

る、基礎年金部分（２人分）・厚生年金報酬比例部分それぞれの所得代替率について、基準

時点の代替率を始点に、マクロ経済スライドによる給付水準調整が終了した時点の代替率

を終点にした矢印で結んで示したものである。丸印で示されているのが 2004年財政再計

算標準ケースによる給付水準調整であるが、基準時点である 2004年度の所得代替率は基

礎年金 33.7%、報酬比例部分 25.7%であったのに対し、給付水準調整は基礎年金、報酬比

例部分とも 2023年度で終了し、所得代替率はそれぞれ 28.4%、21.8%となっていた。四

角印は 2009年財政検証標準ケースによるもので、基準時点である 2009年度の所得代替

率は基礎年金 36.6%、報酬比例部分 25.6%であったのに対し、基礎年金の給付水準調整

は 2038年度で終了し、代替率は 26.8%まで低下する一方、報酬比例部分は 2019年度で

調整を終了し、代替率も 23.4%までしか低下していない。2014年財政検証では経済前提

について労働市場への参加が進むケース A～Eでは概ね同程度の調整となっていることか

ら、ケース C(物価上昇率:1.6%, 賃金上昇率 (実質<対物価>):1.8%, 運用利回り (実質<対

物価>):3.2%)で見ると、基準時点である 2014年度の所得代替率はが基礎年金 36.8%、報

酬比例部分 25.9%であるのに対し、基礎年金の給付水準調整はさらに長くなって 2043年

度で終了し、代替率は 26.0%まで低下する。一方で報酬比例部分の調整終了はさらに早

まって 2018年度、代替率も 25.0%までしか低下しない。

このように、直近の財政検証になるに従い、基礎年金の給付水準調整はより長くなり、

所得代替率の低下度合はより大きいものになるのに対して、報酬比例部分の調整はより短

くなり、所得代替率の低下度合はより小さいものに留まることがわかる。この現象につい

ては、平成 26 年財政検証の結果を踏まえて社会保障審議会年金部会において議論され、

取りまとめられた「社会保障審議会年金部会における議論の整理」（平成 27年 1月 21日）

においても、「基礎年金のマクロ経済スライド調整に 30 年程度を要し、将来の基礎年金

の水準が相対的に大きく低下していく」点が問題として指摘され、「基礎年金のマクロ経

済スライドによる調整期間が長期化したことにより、厚生年金 (報酬比例部分)に比べる

と、あるいは、この制度が導入された平成 16年の財政再計算結果と比べても、将来の基

礎年金の水準が相対的に大きく低下していく問題は放置できない」との認識が示されてい

る*10。なお、この基礎年金水準低下問題については、平成 26年財政検証と同時に示され

たオプション試算において、被用者保険の更なる適用拡大によって基礎年金水準の改善が

図られることが示されており、平成 28年 12月に成立した「公的年金制度の持続可能性の

向上を図るための国民年金法等の一部を改正する法律」（平成 28年法律第 114号）による

「短時間労働者への被用者保険の適用拡大の促進」などのその後の制度改正を通じて改善

される方向にあるものと考えられる。

*10 「社会保障審議会年金部会における議論の整理」では、この問題について、制度改正の方向性を示す３つ
の措置、すなわち、「(1)労働参加の促進とそれを通じた年金水準の確保」、「(2)将来の世代の給付水準の
確保への配慮」、「(3)国民年金第 1号被保険者の中の給与所得者をできる限り被用者年金に組み込み、国
民年金を本来の姿に戻すこと」によって、低下幅の拡大防止や水準回復につながる効果が期待できるとさ
れている。
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一方、この基礎年金水準低下問題は、先行研究である石井・是川 (2015)で行った厚生

年金の所得代替率の上昇を用いる年金財政影響評価に対して、技術的な困難をもたらすこ

ととなる。図 3に見る通り、平成 26年財政検証のケース Cでは報酬比例部分の給付調整

が極めて小さくなっており、外国人労働者を受け入れた場合、報酬比例部分の給付調整が

不要となって、最終年度における積立度合が 1を超える状況が発生し、所得代替率の上昇

分で財政影響評価を行うのは適切ではないことになる。このような状況は、ケース C で

人口を出生高位とした場合にも発生することが「平成 26年財政検証結果レポート」でも

示されており（p.340, 第 3-7-31図)、労働市場への参加が進むケース A～Eを基本ケース

として採用する際の障害となる。

そこで、本研究では、労働市場への参加が進まないケースであるケース G(物価上昇

率:0.9%, 賃金上昇率 (実質<対物価>):1.0%, 運用利回り (実質<対物価>):2.2%)を基本ケー

スとして財政評価を行うこととした。ケース Gは足下の経済前提として使われている内

閣府「中長期の経済財政に関する試算」の参考ケースに接続する系列であり、また、所得

代替率についても機械的にマクロ経済スライド調整を続けたものであることから、基本

ケースとして設定にあたって必ずしも標準的とはいえない側面はあるものの、財政影響を

所得代替率の変化で適切に評価することが本研究の主目的であることから、このケースを

基本ケースとして選択することとした。従って、本研究における財政影響評価結果の解釈

にあたっては、労働市場への参加が進まず、経済成長率も低い状況を前提とした影響であ

ることに留意する必要がある。

次に、シミュレーションにおける年金制度上の取り扱いについて述べる。現在の年金制

度においては、短期に滞在した外国人に対しては国民年金、厚生年金から脱退一時金を請

求することができる。また、3節でも触れたとおり、保険料の二重負担防止及び年金加入

期間の通算の観点から、外国との間で社会保障協定が締結されており、現在、20ヶ国と協

定を署名済で、うち 17ヶ国分が発効している (2017年 8月現在)。このように、現行法に

おいては外国人の年金制度上の取扱いは日本人とは異なるものとなっている。これまで、

わが国では国際人口移動の水準が低く、また定住化する者もそれほど多くなかったと考え

られ、日本での一定期間の滞在後帰国し脱退一時金を受け取ることで年金制度上の影響も

ほとんど考慮する必要がなかったと考えられる。しかしながら、本研究で評価を行おうと

しているのは、より本格的に外国人労働者を受け入れ、かつ、彼らが定住化し、家族形成

などを行ったとした場合の影響についてであり、本研究においては、受け入れた外国人は

年金制度上日本人と全く同じ取扱いをするという前提を置いている。

具体的な年金制度への適用については、3節において検討した通り、受入れた女性外国

人労働者が全て厚生年金適用となるケース A、厚生年金と国民年金に 50%ずつ適用され

るケース Bの２通りを仮定する*11。いずれのケースにおいても配偶者として入国する男

性については厚生年金適用となるものとする。また、第２世代以降についても第１世代と

*11 受入れ外国人等のうち、厚生年金には 18～64歳を、国民年金には 20～59歳を適用対象とした。
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同様の適用が行われるとしてシミュレーションを実行した。厚生年金のシミュレーション

には、受け入れた外国人介護女性労働者とその男性配偶者、及び第２世代以降の者に関す

る賃金プロファイルについての仮定が必要となるが、これらについては低賃金労働者を想

定し、賃金構造基本統計調査の中学卒男性・中学卒女性のデータを利用して設定を行った。

5 結果と考察

5.1 人口ブロック

図 4 総人口の見通し

出所：筆者推計

総人口のシミュレーション結果を示したものが図 4 である。基本ケースでは、総人口

は 2050年において 9,708万人、2100年において 4,959万人まで減少するものと見込まれ

る。これに対し、介護外国人労働者等の受入れを行う場合、2050年において 1億 594万

人と 886万人の増加、2100年において 7,353万人と 2,393万人の増加となる。

次に、公的年金財政に大きく影響を与える老年従属人口指数（20～64歳人口に対する

65歳以上人口の指数）をみてみよう（図 5）。基本ケースでは、老年従属人口指数は 2050

年において 0.811、2100年において 0.885まで上昇するものと見込まれる。これに対し、

介護外国人労働者等の受入れを行う場合、2050年において 0.716と 0.096ポイントの低

下、2100年において 0.688と 0.197ポイントの低下となる。特に、基本ケースで老年従

属人口指数が 2050年以降も上昇基調が継続しているのに対して、介護外国人労働者等の

受入れを行う場合には 2050年以降には概ね横ばいかやや低下傾向に変化しており、外国

人労働者とその第二世代が老年従属人口指数の上昇を大きく緩和していることが観察さ

れる。
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図 5 老年従属人口指数の見通し

出所：筆者推計

5.2 年金ブロック

次に、年金に関する財政影響評価の結果について述べる。まず、公的年金被保険者数の

見通しについて図 6に示した。基本ケースでは、公的年金被保険者数は 2050年で 4,340

万人、2100年では 2,140万人となる。これに対し、ケース Aでは公的年金被保険者数は

2050年で 4,990万人、2100年では 3,590万人と、それぞれ 650万人、1,450万人の増加

である。ケースでは受け入れた外国人労働者や第二世代以降は全て厚生年金適用となるこ

とから、この増加分は全てが被用者年金の変化によるものである。一方、ケース Bでは公

的年金被保険者数は 2050 年で 4,980 万人、2100 年では 3,540 万人と、それぞれ 640 万

人、1,400万人の増加となっている。ケース Bでは女性介護外国人労働者の半数は国民年

金適用となるため、増加分の内訳を見ると、2050年で第１号被保険者が 200万人、被用

者年金被保険者が 450万人、2100年では第１号被保険者が 360万人、被用者年金被保険

者が 1,040万人となっている。

なお、これらの被保険者数は、各給付費等のシミュレーションに直接影響を与えるだけ

ではなく、公的年金被保険者数全体の減少率としてマクロ経済スライドの基礎となるこ

とにも注意が必要である。平成 26年財政検証の経済前提ケース Gでの 2040年度におけ

る公的年金被保険者数の減少率は-1.6%、マクロ経済スライドに用いる調整率は-1.9%と

なっている。これに対して、介護労働者を受入れるケース A, Bでは、これらに対応する

率は-1.2%と-1.5%とより緩やかなものとなっている。

次に、厚生年金の最終的な所得代替率による財政影響評価結果について述べる。4.2節
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図 6 公的年金被保険者数の見通し

出所：筆者推計

において見た通り、本研究において基本ケースとした平成 26年財政検証の経済前提ケー

スGにおいては、機械的に給付水準調整を進めた場合、厚生年金の標準的な年金受給世帯

の所得代替率は最終的に 42.0%となる。その内訳は報酬比例部分（以下「比例」）21.9%、

基礎年金部分（以下「基礎」）20.1%であり、マクロ経済スライドによる給付水準調整の

終了年度は、比例 2031年度に対し、基礎 2058年度となっている。

図 7 所得代替率の見通し

出所：筆者推計

これに加え、外国人受入れの各ケースに基づく厚生年金の所得代替率を含めてグラフ

に示したものが図 7である。まず、ケース Aでは代替率は 52.6%と基本ケースに対して

10.5%ポイント上昇するのに対し、受入れケース Bでは 49.9%と 7.9%ポイントの上昇

に留まっている。上昇の内訳を見てみると、ケース A では報酬比例部分で 2.6% ポイン
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ト、基礎年金部分で 8.0%ポイント、ケース Bでは報酬比例部分で 2.3%ポイント、基礎

年金部分で 5.6%ポイントであり、基礎年金部分の上昇によるところが大きい。特に厚生

年金で適用を行うケース Aでは、基礎年金の所得代替率がより大きく上昇することから、

基礎年金水準低下問題に対応する効果が強いことがわかる。

次に、人口ブロックでの長期的な人口シミュレーションと厚生年金財政との結びつきを

考察する観点から、マクロ経済スライドによる給付調整を行う前の厚生年金の賦課保険料

率の見通しを比較してみよう。図 8 が各ケースに対応した賦課保険料率の見通しを示し

たものである。まず、基本ケースと比較すると、外国人介護労働者を受入れるケース A、

ケース B とも賦課保険料率は下がっていることがわかる。また、この動向は人口ブロッ

クで観察した老年従属人口指数と類似していることもわかる。ケース Aとケース Bを比

較すると、ケース Aでの賦課保険料率の方が低く、外国人介護労働者を全て厚生年金で適

用した場合の方が、厚生年金財政にとってはプラスの効果が大きいことがわかる。

図 8 賦課保険料率（マクロスライド調整前）の見通し

出所：筆者推計

次に、基礎年金部分の給付調整について考察するため、国民年金の積立度合の見通しを

観察してみよう。図 9は各ケースに対応した国民年金の積立度合を示したものである。ま

ず、労働市場への参加が進み、経済が高成長である財政検証の経済前提ケース C を見る

と、2050年前後に向けて積立度合を増した後、その後、2110年に向けてだんだんと低下

していく動きとなっている。これに対し、今回基本ケースとした財政検証の経済前提ケー

ス G では、積立度合は概ね減少基調で推移して 2110 年に至る軌道であり、これが給付

水準調整期間が長期化し、基礎年金水準が低下する要因となっていると考えられる。こ

の両者の違いには、運用利回りの対賃金上昇率とのスプレッドが、経済前提ケース C で

は 1.4%ポイントあるのに対して、経済前提ケース Gでは 1.2%ポイントに留まることも

影響しているが、国民年金の基礎年金拠出金按分率の動向も影響を与えていると考えら
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れる。

図 9 国民年金の積立度合の見通し

出所：筆者推計

図 10は各ケースに対応した国民年金の基礎年金拠出金按分率を示したものである。こ

れを見ると、財政検証の経済前提ケース Cでは足下の 0.16程度から急速に低下して 0.13

強で推移する一方、財政検証の経済前提ケース Gでは拠出金按分率の低下は起きず、全期

間を通して 0.16程度で推移している。これは、労働市場への参加が進むケースでは、進

まないケースに比べ被用者年金被保険者数が多く、第１号被保険者数が少ないことによっ

ている。これにより財政検証の経済前提ケース Cでは国民年金の拠出金按分率が急速に

低下し、積立度合が大きくなって、給付水準調整期間が短くなったことにつながったもの

と考えられる。

そこで、外国人介護労働者を受け入れる場合の国民年金の基礎年金拠出金按分率を同じ

く図 10で観察すると、ケース Aでは 2035年くらいまで緩やかに減少した後、速度をあ

げて直線的に低下していることがわかる。この拠出金按分率の動きを受けて、図 9のケー

ス Aの積立度合は、財政検証の経済前提ケース Cほどではないものの、基本ケースに比

べて積立度合が増しており、これが基礎年金給付調整期間が短くなったことにつながった

と考えられる。

一方、ケース B では拠出金按分率の低下は起きず、概ね基本ケースと同様の動きをし

ており、積立度合については、2070年前後まではやや基本ケースより高いものの、それ

以降はやや低くなって推移している。このように、ケース B では積立度合の動向は基本

ケースと似ているものの、第１号被保険者の規模全体が大きくなっており、これが基礎年

金の給付水準調整終了を早めたことにつながったと考えられる。
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図 10 国民年金の基礎年金拠出金按分率の見通し

出所：筆者推計

6 おわりに

本研究では、介護労働者の受入れのシナリオについて諸外国の例などを参考に具体的に

設定し、外国人受入れが公的年金財政に与える影響のシミュレーションを行った。

本研究で行った財政影響評価によれば、外国人介護労働者を受入れた場合、厚生年金で

適用するケース Aでは、厚生年金の所得代替率は 52.6%と基本ケースの 42.0%に対して

10.5%ポイント上昇するのに対し、厚生年金と国民年金で 50%ずつ適用する受入れケー

ス Bでは 49.9%と 7.9%ポイントの上昇に留まった。また、この上昇の内訳を見てみる

と、ケース Aでは報酬比例部分で 2.6%ポイント、基礎年金部分で 8.0%ポイント、ケー

ス Bでは報酬比例部分で 2.3%ポイント、基礎年金部分で 5.6%ポイントであり、基礎年

金部分の上昇によるところが大きい。特に厚生年金で適用を行うケース Aにおいて、基

礎年金水準低下問題に対応する効果がより強いことがわかった。

しばしば、外国人労働者受入れに関する議論は、当面の労働力不足を補うだけの短期的

視点で行われることがあるが、公的年金への財政影響は、老年従属人口指数と賦課保険料

率の相似関係に見られたように、長期的な人口動向の変化に大きく影響を受ける。また、

受け入れた外国人を厚生年金へ適用する場合、基礎年金の水準低下幅の拡大が抑えられる

ことから、基礎年金水準低下問題に対応する効果があることが明らかとなった。このよう

に、外国人受入れに関する公的年金への影響評価にあたっては、本研究で考察を行ったよ

うな様々な影響を織り込んだ長期的な評価を行うことが具体的な施策の議論にとって極め

て重要であるといえよう。

なお、本研究では外国人介護労働者受入れの影響について、公的年金に対して将来人口
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が与えるインパクトの評価を対象として行ったが、外国人の受入れについては年金だけで

はなく、教育や治安の問題、また、文化的側面など、多様な角度からの議論も必要である。

本研究は、そのような様々な観点からの議論を行うための一つの視点として、これまであ

まり行われてこなかった具体的な受入れシナリオに対応した定量的な長期シミュレーショ

ン結果を研究成果として提示したものである。今後の外国人労働者の受入れに関する政策

議論にあたって、本研究で提示したシミュレーション結果が活用され、人口学的な視点を

踏まえた、長期的かつ幅広い観点からの定量的な議論が行われることを望むものである。

※ 本研究は、厚生労働科学研究費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業））「人口減少期に
対応した人口・世帯の動向分析と次世代将来推計システムに関する総合的研究（研究代表者石井太、課題番号
（H26-政策-一般-004））」、および厚生労働行政推進調査事業費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研
究事業））「国際的・地域的視野から見た少子化・高齢化の新潮流に対応した人口分析・将来推計とその応用に関
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